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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業は、継続的なイノベーションの創発を通し1．本研究の背景と問題意識　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　て、社会や顧客に有用な価値を提供しつつ、その
企業が継続していくためには、新たな製品・商　　構成員に次の仕事に向かう源泉となる仕事上の充
品の開発やチャネルの開拓、新たな技術の導入や　　実感・達成感ややりがいを提供することで継続・
開発、プロセスの改善・改良、新たなビジネスモ　　成長・発展することができる。つまり、企業が考
デルの構築、新たな組織の創造を含めた統合的な　　えるべきは、社会や顧客や競合他社等にとって意
「イノベーション」が不可欠となる。しかしなが　　味のあるイノベーションであるのと同時に、その
ら、多くの企業が、それら諸機能を統合させたイ　　構成員である従業員にとっても意味のあるイノ
ノベーションの創発（創始・実施・展開）に至っ　　ベーションである。したがって、企業を取り巻く
ていないのは、環境の変化へ対応・適合すること　　外部環境や、組織構成員を中心とする内部環境と
は大変であり、様々な困難を伴うとの認識から、　　の関わりの中で発生する重要な課題・問題を解決
環境変化を後ろ向きに捉え、自社の目標や方針、　　していくことにより、社会・顧客の価値創造や、
意図が明確となっていなかったためといえよう。　　競合他社への競争優位、さらには従業員の価値創
したがって、このような認識が現状のままで良い　　造を果たすことができるのであり、それらの解決
という姿勢となり、変革を嫌う・拒む組織をつく　　活動つまりイノベーションが継続的・恒常的に創
りあげてきた。また、かような環境認識であるた　　発されることで、企業は継続・成長・発展するこ
めイノベーションのトリガー（きっかけ、契機）　　とができると筆者は考える。
は特定されることもなく、イノベーションが具体　　　本稿では、まず、このような継続的なイノベー
化されなかったためとも言うことができよう。さ　　ションの創発が求められる企業のイノベーション
らには、その構成員がイノベーションすることの　　創発の主たる要因を明らかにする。ここでは、伊
意味・効果も分からず、易きに流れる傾向にあっ　　丹（1999、2004）の戦略適合の理論的枠組みを基
たためとも言うことができよう。そのような後ろ　　礎にしつつ、その有効性とイノベーション創発の
向きな環境認識や、それに伴い環境変化の中から　　ための課題を探る。特に伊丹理論は、企業と環境
トリガー特定がなされなかったこと、構成員への　　との関わりについて重要な示唆を与えてくれるも
イノベーションの意味確認がなされなかったこと　　のの、「企業におけるイノベーションの創発」と
が、企業におけるイノベーションの創発を弱めて　　いう視点で見た場合には、外部環境と内部環境と
いた主たる原因であるように考えられる。　　　　の関係をさらに相即的なものにすることや、伊丹
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図表1．戦略適合の概念図
（a）顧客 （b）競争 （c）技術
外部環境
戦略（経営戦略）
内部環境
（d）資源 （e）組織
出所：伊丹（1999，2004）の記述をもとに筆者が作成
が示す組織適合の段階性をさらに意識する等の課　　う内部環境とがうまくマッチしている状態（うま
題も存在する。それらを発展的に検討するととも　　くぴったりと合う、うまく一致した適合状態）を
に、コンビニエンスストア（以下、CVS）業界に　　つくるよう戦略の内容を工夫することが極めて重
おいて継続的なイノベーションを創発させている　　要になるとしている（図表1）。
「株式会社ローソン」の事例的考察のうえにたっ　　　さて、伊丹の戦略適合理論におけるそれぞれの
て、イノベーション創発の主たる要因とその概念　　環境と戦略との関わりについてまとめれば、以下
的枠組みを考える。　　　　　　　　　　　　　　　のようになる。なお、同理論は、環境同士の関係
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　性（具体的には、顧客と競合他社、顧客や競合他H．伊丹が提起する戦略適合（strategic　fit）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社と技術との関係性）に基づいた記述ではないたの枠組み　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　め、それぞれの関係性を意識しながら、伊丹の理
1．戦略と外部・内部環境との適合　　　　　　論を筆者なりに再整理することにする。
外部環境のうちもっとも重要なのは、企業がビ
企業はめまぐるしく変化する環境の中で継続・　　ジネスを展開する相手「顧客」である。顧客はだ
成長・発展するために環境に適した戦略を策定・　　れか、顧客のニーズとは何か、そのニーズに合致
実行する。その意味で戦略は、多数の人々の活動　　したサービスを提供しているか、さらには、顧客
を一定の方向に向け有効な協働を促し、環境との　　のニーズはどう変化しているか等を把握・検討
関係において適切なものであることから「建築設　　し、それに適した戦略を策定することが必要とな
計図」Dや、企業内の人々の意思決定の指針（多様　　る。顧客にあった戦略すなわち「戦略の顧客適
な人・々の意思決定を整合化するもの）であること　　合」である。
から「地図」2）に例えられる。企業が生きていくた　　　また、これら顧客に提供する存在は自社だけで
めには環境との関わりが不可欠となる。　　　　　　はなく、沢山の競合他社が存在する。つまり、顧
伊丹（1999、2004）は、かような環境と企業　　客は自社の商品・サービスのみを利用・活用する
（経営戦略）との関わりについて重要な示唆を与　　のみではなく、これら競合他社も重要な外部環境
えてくれる。そこでは、企業の成功した特徴・理　　となり、それらの動向も踏まえながら行動してい
由をパターン化し、それらを体系化した上で経営　　くことが必要となる。具体的には、競争相手はだ
戦略の論理を記述している。過去の日本企業の現　　れか、競争相手はどのような動きをしているの
実の事例調査をもとに成功例を抽象化し、共通の　　か、自社は競争相手の動きを読んでその機先を制
パターンを導出するという帰納的な考察をしてい　　しているのか、さらには、競争相手に対して持続
る。その経営戦略の成功例に共通した特徴・パ　　的な競争優位を確立しているのか、等を把握・検
ターンが戦略的成功の本質であり、その本質は　　討し、それら競合他社に適した戦略を策定するこ
「戦略適合」（strategic　fit）にあると結論づけてい　　とが必要となる。競争にあった戦略すなわち「戦
る。つまり、企業の継続等にとって顧客、競合他　　略の競争適合」である。
社、技術という外部環境と、経営資源、組織とい　　　さらに、企業が顧客価値を高める商品・サービ
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スを提供し、競合他社に競争優位を発揮するため　　においてそれら3つレベルの、それぞれのレベル
には、技術の動向を把握するとともに、顧客の問　　から次のレベルへの発展の論理を明らかにするこ
題解決に役立つ最先端技術の導入が不可欠とな　　とが必要になるであろう。次項ではそれらの課題
る。具体的には、企業を取り巻く技術の潮流・ト　　等を明らかにする前に、後者の組織適合の3つの
レンドは何か、そうした技術の流れを企業の経営　　レベルについてまず確認することにする。
に取り込んでいるのか、さらには、技術は顧客の
問題解決に役立っているのか、等を把握・検討　　　2．戦略の組織適合の3つのレベル
し、それに適した戦略を策定することが必要とな
る。技術にあった戦略すなわち「戦略の技術適　　　伊丹（1999：第7章、2004：第9章）は組織を’
合」である。　　　　　　　　　　　　　　　　動かせる戦略、すなわち戦略の組織適合には3つ
外部環境とともに企業は内部環境にも目を向け　　のレベル「一体化」「勢い」「刺激・緊張」がある
ることが必要となる。まず、企業がビジネスを展　　としている。組織の行動は多くの従業員の総和で
開していく上でもととなる「資源」である。企業　　あるため、個々の行動がバラバラではなくベクト
内部の経営資源、つまり、ヒト・モノ・カネ・情　　ルがそろい一体化することがまず必要となる。ま
報等に裏付けられない戦略を実行していくことは　　たその組織の方向に人々が自信を持ち積極的に努
不可能であり、経営戦略の内容はそれら諸資源を　　力するような状態、すなわち勢いがあることが求
反映したものである必要がある。資源にあった戦　　められる。さらに一体化し、勢いのある組織にお
略すなわち「戦略の資源適合」である。　　　　　いてもたるみが生まれたり、人々の間には易きに
また、ビジネスを展開する主体であり、戦略を　　流れる風潮が見られることになる。それらを防ぐ
策定・遂行・実行する主体が「組織」である。戦　　ためには刺激を与え、それにより緊張感を生むご
略の内容は、人の集合体としての組織を動かすこ　　とが不可欠となる。それらは段階的なものであ
とのできるものかどうかを考えることも極めて重　　り、一体化することでベクトルを合わせ、その後
要となる。組織には多くの人が存在するという状　　の勢いが生まれることによりベクトルを大きく長
況を踏まえれば、それら人々の心情や利害、強み　　くし、勢いが生まれた後に刺激を与え緊張感をつ
や弱みを考慮し戦略を練り上げるとともに、戦略　　くることでベクトルを常に上向きにすることがで
内容を作った人のみならず、実行する人に浸透・　　きる。かくして、一体化がなされない組織では勢
納得させることが必要となる。また、人々の思考　　いを生むことはできないし、また一体化がなされ
や行動のクセに刺激を与えるような内容に配慮す　　ておらず勢いのない組織において刺激・緊張を与
ることが求められる。組織にあった戦略（組織を　　えることは意味をもたず、組織に混乱をきたす可
動かせる戦略）、すなわち「戦略の組織適合」で　　能性も出てくる。以下では、一体化、勢い、刺激
ある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・緊張のそれぞれの意味や組織における役割、さ
かような戦略と外部環境ならびに内部環境との　　らには、それら3つの関係性について筆者の解釈
適合についての伊丹の見解を筆者なりに整理すれ　　をもとに整理する。
ば上記のようになるわけであるが、そこで用いら　　企業・組織は「人」の集合体であり、人の協働
れた事例についても筆者の整理・解釈をもとに概　　で成立する。人は一人ひとり違った性格、感情、
括すれば図表2のようになる。それらの事例はそ　　欲求、利害をもつため組織はまとまりにくい。つ
れそれの環境との適合という観点からすると極め　　まり、まとまらないと人は協働できず、新しいも
て重要であるが、それ以外に後述するように外部　　のを生み出すことはできない。その意味では、同
環境と内部環境を統合しながら事例分析が求めら　　じ方向に向け、まとまらせること、すなわち「一
れるという課題も存在する。また、伊丹によれば　　体化」が必要となる。企業を一体化させ、同じ方
組織適合には3つのレベル・段階があるとされる　　向へ向けるためには、目標・理念・コンセプトな
が、それぞれのレベル毎の事例紹介に留まってい　　どの指針を立てることが重要となる。これらの目
る。レベルということであれば、一つの企業事例　　標等は従業員が理解でき、やる気を引き出すこと
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図表2．戦略的適合の事例〈（伊丹、2004）をもとに筆者が整理・解釈・概括〉
外部環境：顧客 （1）攻めるターゲットは誰かを明確にしている自転車部品メーカーの「シマノ」（購入を決める
人は、実は量販店のバイヤーということを察知し、それらに営業をかける。量販店のバイ
ヤーが気に入ってくれれば、シマノのこの部品を使ってくれという指示が自転車メーカーに
届くことになる）
（2）ネックとなっていたことに対して適切に取り組む「日比谷花壇」（花屋にいって花を購入す
るのが気恥ずかしいく購入も勿論、それを持って街を歩くのも、面と向かって花を贈るのも
恥ずかしい〉男性顧客を対象にネット通販を立ち上げている）
（3）事業に二重のコンセプトを確立している「ヤマト運輸」（宅配便における物流業と、サービ
ス業という事業の二重性⇒顧客に不満をもたれないような応対や受け渡しなど）
（4）客が客を呼ぶような取り組みをみせるドラッグストアの「マツモトキヨシ」（ドラッグスト
アのイメージを越えたCMを流すことにより、「マッキヨにいけば何か面白いものがあるの
かもしれない」という期待感を持たせて集客し、店内レイアウトや話題［生のある商品により
しっかりと応え、それがロコミとなり、客が客を呼ぶ構造をつくりだしている）
（5）ニーズ把握の落とし穴に入らないよう努力する「タカラ」（顧客の目線によるニーズ分析に
注力し、オモチャを買っていく子供から生の声を聞き、ベーゴマの現代版であるベイブレー
ドを開発し大ヒットとなる）
外部環境：競合 （1）デジタルカメラ市場に参入してシェアを獲得する「富士フイルム」（競争相手は写真業界の
他社 企業ではなく、エレクトロニクス系の企業と見極め収益を確保した）
競争適合 （2顧客への低価格による提供を目指し価格競争を繰り広げる「ハンバーガー業界」（2000年、
マックの平日半額など）、「発泡酒業界」（2002年の発泡酒10円値下げ競争など）
（3）家電業界における競争戦略＝「ソニー」（製品差別化）、「松下電器」（補助サービス差別
化）、「三洋電機」（価格差別化）
（4）未開拓分野で市場を創造した外食産業の「すかいら一く」（ファーストフードという大手商
社が参入しているところを避け、ニッチを狙いファミリーレストラン分野に進出しチェーン
展開をはかる）
外部環境：技術 （1）技術の核を深耕させる「味の素」（アミノ酸技術を調味料だけでなく健康食品、医薬品と幅
技術適合 広い分野で活用し、同技術により多くの利益を獲得する）
（2）長期的視野とそれに基づいたチャレンジにより技術を蓄え商品を開発した「花王」（食品へ
ルス分野へ進出したいという大きな目標を掲げ、あまり意味のない物質とされてきたジアチ
ルグリセロールという油脂に注目し「エコナクッキングオイル」を開発）
（3）創業者（本田宗一郎）の取組み姿勢が長期にわたり組織に影響を及ぼし、技術にロマンを持
ち続ける「本田技研工業」（「世界の最高峰の技術を目指す」という目標のもと、オートバイ
レースへ参加したり、鉄腕アトムを目標とし二足歩行型ロボット「アシモ」を開発）
内部環境：経営 （1）既存の蓄積された資源を有効利用し多角化を図る「キユーピー」（マヨネーズの生産工程で
資源 出てくる副産物の卵の白身や殻を多角化の基礎にしたり、卵の研究から生まれるノウハウを
資源適合 医薬品原料〈卵成分を利用したもの〉の開発につなげている）
②資源が有効利用できずに（資源のポテンシャルを正確に見積もることができずに）失敗した
「花王のFD」（当初はFDの表面に塗る磁性体の塗布材料を供給⇒FDそのものの生産（高
いシェアを獲得し成功）⇒FDヘソフトをインストールする事業へ参入するが、赤字化し撤
退）
内部環境：組織 （1）コンセプトをシンプルに設定する「シャープ」（自分達の提供すべきものは液晶であるとい
組織適合 うことを理解し、液晶技術を使い液晶テレビや各種液晶製品の開発に取組む）
（2）事業として維持可能な利益を重視する「宝酒造」（研究だけを長く続けている研究者に対し
て批判が生まれ、組織内の冷たい視線を浴びないように、利益を稼げるような仕組みを考え
る）⇒新分野、成長分野に対する研究活動の勢いを維持する
（3）創造的な緊張を生むために、まず切ることを決めた「エプソン」（パソコン事業から撤退
し、液晶プロジェクター事業へ転向する）
（4）組織風土に合わない戦略をとった「大王製紙」（産業用紙から家庭用紙へ転換する）
（5）企業の変革と飛躍を考え、組織風土に合わない戦略を立てる「花王」（安価で大量に大衆向
けに、量販店や小売店という一般の販売経路をつかい主力商品「ビオレ」を販売する。その
一方で、高価で小規模に、ドラックストアのみの限定的な販売経路において「キュレル」を
販売する）
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のできるものであることが求められ、それに向か　　れまでにない方向を提示するなどして、企業に勢
い従業員が同じ意識をもって行動をおこすように　　いを常に持たせ、従業員が易きに流れない状態を
なることが一体化であるということができる。し　　つくりあげること」といえよう。伊丹が言及する
たがって、一体化とは、「目標・理念等を設定　　「緊張」は言うまでもなく、「創造的な緊張」で
し、それに向けて（それを意識して）会社全体が　　あり、組織が新たな方向に向かったり、前に進む
まとまること」といえよう。一体化されていては　　ことができる緊張が「適切な緊張」となる。他
じめて人々が積極的に努力することができ、ま　　方、緊張とは言っても一般には厳格な管理やきつ
た、一体化されていることで従業員や企業の潜在　　い締め付け管理等に代表されるような緊張や刺激
能力が発揮できる。さらに、共通の目標をもち協　　が存在する。これらの緊張・刺激は、言うまでも
働することで利益を生んだり、常に新しいモノ・　　なく組織を後ろ向きかつ消極的な姿勢に陥らせる
仕組みが開発できる。　　　　　　　　　　　　　ため「不適切な緊張」3乏なる。
　企業の一体化後は、一体化した方向に従業員が　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　皿．戦略適合理論の発展に向けた課題：イ自信をもち行動することができるようにしなけれ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノベーション創発の新たな概念的枠組みばならない。それにより従業員の気持ちが駆り立　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　の構築に向けた課題てられ積極的に努力するようになり、従業員の能
力や、それを統合した企業の能力が十分に発揮さ　　1．第1の課題：組織という「内部環境」と顧客
れることになる。従業員が前向きに積極的に努力　　　や競合他社という「外部環境」の統合、それを
することが組織にとって「勢い」となり、その勢　　　統合しイノベーションを創発させるトリガーの
いを生むためには、従業員が自信をもち行動がで　　　特定
きるように利益を生み出したり、新たな路線に踏
み出せるように小さな成功を生み出したりするこ　　　伊丹が提起する論理においては、組織にあった
とが必要となる。これにより、従業員に仕事への　　戦略（組織適合）、顧客にあった戦略（顧客適
意欲、誇りが生まれたり、仕事に対して積極的か　　合）、競合他社にあった戦略（競争適合）が極め
つ前向きに取り組むことになる。つまり、勢いを　　て重要になるとしているが、それぞれの関係はあ
生むとは、「従業員が積極的かつ前向きに動こう　　まり意識されてはいない。彼の理論的枠組みにお
とする気持ちにさせ、従業員自身が積極的に努力　　いては、その役割を戦略が担うことになるが、組
するような状態をつくりあげること」といえよ　　織を踏まえた戦略、顧客を踏まえた、競合他社を
う。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　踏まえた戦略というように個別的である。換言す
さらに、進むべき方向に皆が一体化し、その方　　れば、組織が顧客を意識したり、組織が競合他社
向に向けて皆が努力し勢いが生まれた後には、そ　　を意識したりという構造にはなってはいない。し
の勢いのある組織を持続させることが課題とな　　かし、単に組織構成員の個性・欲求・思いを総和
る。つまり、組織には特有のたるみ、だらけ、易　　させて策定した戦略では不十分であり、それら構
きに流れるという習性があり、それらを抑えるこ　　成員の思いの総和が顧客の問題を解決したり、競
とが求められる。したがって、人々の定型的な思　　合他社への競争優位を築くものとなることが必要
考や行動を揺さぶり、疑問を投げかけることで刺　　となるであろう。つまり企業は、組織を動かせる
激を与え、それにより創造的緊張を発生させ、　　戦略は顧客価値を創造するものであり（顧客と組
人々の努力を駆り立てることが必要となる。人々　　織とを戦略を通して統合する）、組織を動かせる
を揺さぶり、刺激・緊張を与える方法には、組織　　戦略は競合他社に競争優位を発揮するものである
においてコンセンサスの得られるギリギリを狙い　　（競合他社と組織とを戦略を通して統合する）と
ながら新しい方向や事業分野にあえて向けさせ　　いうように内部と外部を統合的に捉えることが必
る、これまでの事業分野を切る、さらには組織風　　要であり、内部が外部を意識できるような戦略を
土に合わない戦略をとるなど、が挙げられる。つ　　策定することが求められる。
まり、刺激を与え、緊張を発生させるとは、「こ　　　このように伊丹の戦略適合理論においては、外
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部環境と内部環境との関連付けが必ずしも強いと　　2．第2の課題：戦略の組織適合の3段階と、段
はいえない。この関連付けが弱いと、従業員は顧　　　階同士の関係性の重視
客や競合他社について理解・把握しようと思わ
ず、また組織構成員は自分達の欲求・思い・言い　　　顧客や競合他社の問題解決に組織が一丸となっ
分のみを主張しようとする。それがひいては企業　　て取り組むためには、外部環境と内部環境との統
側の主張と構成員（個人）側の主張のズレとなっ　　合を意識しつつ組織に有用なイノベーションを創
て現れてくる。つまり企業目的と個人目的のズレ　　発させるようなトリガーを設定することが必要と
により企業は目的を達成できなくなる。企業は存　　なる。つまり、そのトリガーは、顧客や競合他社
続・継続するためには、その条件として顧客価値　　と組織とを結びつけながら、様々な構成員の思い
を高め、競合他社にはないものを提供し利益や売　　を踏まえた一体化できるもの、一体化した方向に
上を確保することが不可欠となる。つまり企業の　　組織構成員が積極的に動けるもの、さらには組織
目的は当該企業を継続・存続させることであり、　　構成員が易きに流れないようにするものであるこ
その条件として売上・利益を獲得することが求め　　とが不可欠となる。伊丹が提起する戦略の組織適
られ、その売上・利益の獲得のためには、「顧　　合においては、この「一体化」「勢い」「刺激・緊
客」や「競合他社」を適切に把握しそれらへ的確　　張」という3つの段階は重視されているものと理
に投げかけることが必要となる。その「顧客」が　　解できる。つまり、勢いを生んでいる企業におい
重要・必要と考えるような、「競合他社」には見　　ては一・体化が前提となっており、刺激を与え緊張
られない商品・サービスを開発・生産・提供する　　を生んでいる企業においては、一体化がなされ勢
存在はいうまでもなく「組織構成員」である。こ　　いが生まれていることが前提となっている。
のように企業の目的を果たすためには構成員の思　　　しかし、伊丹の事例提示においては一体化して
い等を踏まえつつ、企業目的を構成員の目的とす　　いる事例、勢いを生んでいる事例、刺激を与え緊
ることが不可欠となり、このような顧客の価値創　　張を生んでいる事例という形でそれぞれを挙げて
造や競合他社への競争優位を果たすことと構成員　　いるにとどめている。彼の理論的な枠組みにおい
の欲求・思いを満たすことにより企業は継続する　　ては、それら3つは段階的なものであるだけに、
ことができるようになる。かくして、顧客の問題　　勢いを生んでいる企業は一体化を含めて、また刺
解決や競合他社への競争優位の確立という企業の　　激を与え緊張感を生んでいる事例は、一体化や勢
戦略が構成員の目的となり、構成員がその目的　　いを含めて例証することが不可欠となるであろう
（戦略）にコミットし自覚的に動くことができる　　と筆者は理解する。かくして、「…体化」「勢い」
ようにすることが極めて重要となる。　　　　　　　「刺激・緊張」というそれぞれの事例のみではな
また、このような外部環境と内部環境との関連　　く、それらの段階を示すことにより、それら3つ
付けが弱いことに伴い、イノベーション創発のト　　の関係性がより鮮明になるであろう。
リガーが特定されていないことも関連する重要な　　　具体的にそれらの関係性を踏まえながら「一体
課題となる。これは、単にそれぞれの環境にあっ　　化し、その後に勢いを生んでいる」事例を挙げる
た個別的なトリガー（顧客に関係する問題を克服　　とすれば、巨額の研究開発費を投じ、研究開発を
するトリガー、競合他社に関係する問題を克服す　　促進することで常に他社にはない新しいモノを開
るトリガー、さらには、組織に関係する問題を克　　発し、勢いを生んでいる自動車部品系企業「デン
服するトリガー）ではなく、顧客や競合他社に関　　ソー」を挙げることができる。同社は、先進的な
する課題と、組織構成員の思い等を統合したトリ　　自動車技術、システム、製品を世界30力国におい
ガーでなければならない。したがって、外部環境　　て主要な自動車メーカーすべてに提供しているト
と内部環境を統合し、顧客や競合他社、さらには　　ップレベルの自動車部品メーカーである。同社の
組織（組織構成員）にとって意味のあるイノベー　　研究開発においては、各事業部が現在の製品をも
ションを創発させるトリガーを特定することも大　　とに20年後の製品を予測し、現在の技術と予測と
きな課題となる。　　　　　　　　　　　　　　　のズレを見直していくという考え方を基本として
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いる。この考え方を従業員間で共有しながら組織　　は、yahooトラベルとの提携を図り、顧客はじゃ
を一体化させている。このような将来を見据えた　　らんの旅行情報と他社の旅行情報とを比較するこ
製品・技術開発をするために、連結売上高の約　　とが可能となっている。これは通常、組織やその
8％という業界トップレベルの研究開発費（「D　　構成員にとっては歓迎すべきことではないが、同
ファンド」という基金を創設）を投じている4）。　　社では、同じサイト上で顧客がライバル商品と比
そのような研究開発に対する考え方や開発費の拠　　較し、より良いほうに流れうる状況をあえてつく
出により、主力製品のエアコンから始まり、シェ　　り、社員に「顧客を他社から奪われてしまう」
ア世界一の製品が20品目存在する。これらの取組　　「このままではいけない」と思わせるような刺激
みや制度的展開が、継続的な売上・利益の獲得へ　　を与えている。この刺激が組織に顧客や競合他社
と結実し、更なる従業員の前向きな行動へとつな　　に対する学習を生み「他社にはないより良いもの
がっている。　　　　　　　　　　　　　　　　を顧客に提供しよう」という緊張を生んでいる。
そして、「一体化後に勢いを生み、さらに刺激　　　このように、組織における「一体化」「勢い」
を与え緊張感を生んでいる」事例としては、あえ　　「刺激・緊張」について、それぞれで論じるので
てライバルと競争するような環境を設計し刺激・　　はなく、それらの3つの段階というものを踏まえ
緊張を与えている各種情報サービス系企業「リク　　て、事例を捉えていくことが必要となるであろ
ルート」が挙げられる。同社は、仕事・進学・住　　う。
まい・結婚（ゼクシイ）　旅行（じゃらん）・車　　　以下では、伊丹の戦略理論をさらに発展させ、
（カーセンサー）・グルメ（Hot　Pepper）など人　　上述の2つの課題を踏まえながら、イノベーショ
の生活に関する数多くの情報を情報誌・ネット・　　ン創発の概念的・理論的枠組みを考えていく。こ
モバイルなど多彩なメディアを通じて提供してい　　こでは、新商品・新サービスを連続的に提供し、
る。同社では、「人生・生活のさまざまなシーン　　CVS業界に常に新機軸を提起してきた企業「株
をカバーし、いつもそばにいて、新しい発見と勇　　式会社ローソン」を取り上げ、組織という内部環
気を与える」（同社HP：http：〃www．recruitjp／　　境と顧客や競合他社という外部環境との統合や、
「リクルートについて」より加減筆修正）という　　それらを統合し有効なイノベーションを生み出す
情報サービス事業を展開する際の領域・視角・方　　トリガーの特定、さらには、組織適合の3つの段
法を明確にし、それが基本コンセプトとなり組織　　階というものに配慮しながら、事例分析をする。
を一体化させている。また、同社が他社に先駆け　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1V．外部環境と内部環境との統合、組織適展開してきた中核事業「仕事情報サービス」につ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合の3段階のレベルを踏まえた事例分析いては、社会的な認知度も向上（ブランドも確
立）し、同社は社会に有用な情報提供企業として　　1．ローソンの概要と同社のイノベーション
位置づけられるようになっている。これらの事業
の成功が同社の勢いとなり、仕事情報サービスを　　　CVS系企業「株式会社ローソン」は、ローソ
含む「生活・人生全般の情報サービス」企業とい　　ンミルク社‘）のノウハウをもとに独自のフランチ
う事業領域の拡大を可能にさせている。そしてた　　ヤイズ・システムを確立し、1975年6月に大阪府
だ情報サービスの中で関連多角化を図るのみなら　　豊中市に第1号店を開店して以来、現在店舗数は
ず、競合他社を意識し、常に自社の事業を自問自　　8千店以上を誇る業界シェア第2位の企業であ
答しながら、たるみやだらけを生まないようつと　　る。同社は、シェア1位のリーダー企業セブンイ
めている。例えば、旅行情報誌の「じゃらん」に　　レブンとともに、コンビニの概念構築の一躍を
おいては、紙媒体での発行部数の伸び悩みを受け　　担ってきたといえよう。具体的には、24時間営業
て、他方で旅行情報をネットにより検索・入手す　　開始（77年）、映画前売り券の販売開始（81年）、
る人の増加等を受けて、そのネット版のWeb上　　おでんの発売（82年）、収納代行サービス開始
で旅行情報の検索、予約ができる「じゃらん　　（89年）、各種チケット販売（96年）、若い女性を
net」（2000年より）を立ち上げている。そこで　　主たる顧客にすえ「美と健康」に関する商品を取
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り揃えた店舗「ナチュラルローソン」の開店　　2．ローソンにおける外部環境と内部環境の統
（2001年）、こだわりのおにぎりの販売開始（02　　合、それを統合しイノベーションを創発するト
年）、主婦層を主たる顧客にすえ生鮮食品を中心　　　リガーの特定、その他の配慮
とした100円商品で構i成される店舗「STORE
100」の開店（05年）、子育て層を主たる顧客にす　　　上記のような独自の取り組みを展開する以前に
えベビーグッズを取り扱うとともに、子供の一時　　は、同社は、基本的に業界最大手のセブンイレブ
預かりやスペース空間を確保した店舗「ハッピー　　ンジャパンの戦略をなぞり、その販売・店舗設計
ローソン」の開店（06年）、といった形6）で顧客　　・システム開発等の経営手法を手本としてきた。
ニーズの多様化に応えるべく連続的に新商品・　　またそれは、他のCVS企業においても同様の傾
サービス・店舗を提供・展開してきた。　　　　　　向にあったため、CVS企業ではセブンイレブン
このようにCVSの新概念の創出に貢献してき　　的な画一経営が展開され、「どのCVSにおいても
た同社であるが、上述のように2000年以降、ター　　同様の商品・サービスを取り扱い、同様の店舗の
ゲット顧客を明確にしつつ、それらに適合したコ　　構造」となっていた。したがって顧客において
ンセプト設定、商品の展開、店舗の設計を行って　　は、CVSという概念が出来上がる（何の商品を
いる。これは、CVS事業が現在、成長期を越え　　取り扱い、どのような配置となっているか等を理
た成熟期にあり、顧客には、CVSはいかなる商　　解している）とともに、どのCVSにおいても同
品・サービスを取り扱うものか、どのような店舗　　様の構造であるため新しさを味わうことができな
構造かがほぼ明らかとなっている。このように　　い状況にあった。また、若者男性向けという特定
CVSの概念ができあがった成熟期の戦略は、こ　　のセグメントを訴求の対象としていたため、女性
れまでのような他社と同様の形態で、すべての顧　　顧客の年齢層ごとやライフスタイルごとの諸ニー
客に対して一律に同様の商品・サービスを同様の　　ズには必ずしも合致した構造ではなかった。
店舗で提供するのではなく、他社とは異なる視点　　　同社においては、かような顧客環境とともに競
・形態で、ターゲットとなる顧客を明確にし、そ　　争環境も大きく変化していた。CVS各社がセブ
れらに対して適合的な商品等を適合的な店舗で提　　ンイレブンの経営を模倣し追随する…方で、客層
供することが極めて重要になると認識し、意欲的　　を絞り込み当該客層に合わせた商品を手がける
に顧客を基礎にしたイノベーションを展開してい　　CVS企業が登場していた（トラック運転手に向
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　け生鮮食品、惣菜等を取り揃え、湾岸地区を中心
当然にして、このようなイノベーションが自動　　に店舗を展開する「CVSベイエリア」など）。ま
的に生まれてきたわけではない。社長の新浪剛史　　た、同じ流通業界のスーパーには、24時間営業に
氏を中心とする経営者が、外部環境の変化を適切　　よる時間的制約の排除や、店舗において買い回り
に捉えながら、組織を動かすことのできる目標・　の効率化を図るなどCVSの良い点を学習しCVS
理念を策定し、その目標等を達成することで勢い　　を意識した行動をとる企業が現れるとともに、
を創出し、さらにその勢いを維持するために刺激　　CVSのみならずドラッグストア、通販をはじめ
を与え緊張を生んでいることが分かる。このよう　　とする流通企業体の数が増加していた。
な同社における外部環境と内部環境との統合、そ　　　このような顧客におけるCVSへの理解の高ま
れら環境を統合しイノベーションを創発させるト　　りや、これまでと同様の標準的なコンビニでは満
リガーの特定、一体化や勢い、さらには刺激とい　　足しない顧客環境の変化、また、競合企業数の増
う組織適合の3段階等への配慮、等に着目しなが　　加やそれら企業の顧客価値創造を重視した経営の
ら、同社におけるイノベーション創発の戦略経営　　展開という競争環境の変化を踏まえれば、顧客を
について考察する。　　　　　　　　　　　　　細分化し、それらに合致したコンセプトの設計
と、それらに適合した商品・サービス・店舗の開
発・展開が必要となっていた。また、これら一連
の活動において顧客の価値を前提としつつ、競合
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他社が容易に模倣しにくい差別化、つまり持続的　　レブンとの「ちがいをつくる」ということに向け
な競争優位を発揮できるその企業独自の枠組みの　　て組織構成員が「一体化」し、セブンイレブンが
構築が求められていた。　　　　　　　　　　　　やらない事を行ない、セブンイレブンを追い越そ
同社では、これらの顧客や競争という外部環境　　うとする意識が生まれる。それを共通認識としな
を踏まえ、それらに適合した戦略を策定していく　　がらセブンイレブンとは異なる切り口でのコンセ
という視点ではなく、外部環境である顧客や競争　　プトを設計し、顧客を細分化し、異なる商品・
の変化と、内部環境である組織やその構成員の意　　サービスを構成し、異なる店舗を設計しようとい
図・考え・思い・欲求とを調整・統合しながら目　　う行動が具体化される。この具体化によって、こ
標・理念を策定することができているのが特筆さ　　れまでの同質的な商品・サービス、店舗に新鮮味
れる点である。具体的には、同社本部の従業員、　　を感じなくなっていた顧客への訴求力は高まり、
店舗オーナーやスタッフを含む組織構成員は、業　　またそれは顧客ごとに設定されたコンセプト・商
界トップのセブンイレブンに追随・模倣するのみ　　品・サービス・店舗であるだけに、それらへ与え
では限界があり、売上・利益・シェアを向上させ　　る価値も高くなり、売上・利益の向上がなされる
るためには、明確ではないにしろ新たな視点で事　　ことになる。この売上・利益の存在がその企業に
業を展開していくことが必要と思っていたのであ　　さらに「勢い」を生み、組織構成員がさらに積極
ろう。また本部の従業員には、ローソンを業界　　的に行動できるようになる。さらに、この新たな
リーダーにしたいという意思があり、それぞれの　　コンセプトづくりや顧客の特定、商品構成、店舗
店舗においては、収益が減少しており、その状況　　の設計についての恒常的な学習・調査により、こ
を克服したいという考えや、顧客が商品や商品構　　れまでのセブンイレブンを模倣していた時とは異
成、店舗に不満をもらしており、その状況を解消　　なる「刺激」が与えられ、たるみやだらけが生じ
したいという思いがあったことであろう。　　　　　ることなく「緊張感」が生まれることになる。
そこで、同社では、このような組織構成員の考　　　また、「みんなと暮らすまちを幸せにします」
え・思いと、顧客はこれまでにない価値を求めて　　という地域に根ざした戦略・社是についてである
いるということ、さらに競合他社は新たな展開を　　が、これはそれぞれの地域の顧客がそれぞれの
し、しかもその存在は多様化している、等の状況　　ニーズをもち行動をしているという前提や、競合
をイノベーション創発のトリガーとしている。ま　　他社が地元の特性に合わせた商品開発や、顧客層
た、これらをトリガーとしつつ、それに即応する　　の絞込みやそれらにあわせた商品展開をしている
ような「脱セブン」「みんなと暮らすまちを幸せ　　状況にも適っている。そして、この社是を掲げる
にします」という戦略（理念、目標）を掲げてい　　ことにより、地域の顧客の諸ニーズや行動をつか
る。このように環境の変化をイノベーション創発　　み商品の構成や店舗の運営に役立てようと組織構
の機会と前向きに捉えつつ、外部環境と内部環境　　成員が「一体化」することになる。また、実際に
を統合したトリガーを特定し、そのトリガーを具　　地域の状況（その土地の商圏人口の属性や行動、
体的に戦略にしている。つまり、このトリガーを　　ライフサイクル等）を踏まえた商品構成・店舗設
特定・設定することにより、このような外部環境　　計により地域の顧客から高い支持を得て売上・利
と内部環境とを統合し、顧客に関連する問題や競　　益が向上し、「勢い」が生まれ組織構成員がより
合他社に関連する問題を克服するとともに、組織　　積極的に地域のニーズ等に応えようとすることに
を一体化し、組織に勢いを生み、組織に刺激を付　　なる。さらに、地域の特性に合わせて既存のコン
与し緊張感を生んでいる。　　　　　　　　　　　　ビニにはなかった商品（生鮮食品や低価格の商
まず「脱セブン」という戦略・目標に関してで　　品）の取扱いを検討するという「刺激」が与えら
あるが、これは顧客が他の店舗との違いや新しさ　　れ、異業態のスーパー等の良さを学習・調査しな
を求めている状況にも、また、競合他社が新たな　　がら、それら商品を自社に取り込むためにはどの
経営・事業展開をしている状況にも適っている。　　ようにすべきかを試行することになる。
そして、この目標を掲げることにより、セブンイ　　　このような顧客や競合他社の状況、組織構成員
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図表3．　ローソンにおけるイノベーション創発の諸要因
【顧客環境】 【競争環境】
●顧客においては，コンビニという概 ●セブンが圧倒的なシェア・店舗数を
念が出来上がる（何の商品を取り扱 誇り，同社をコンビニ各社が模倣・
い，どこに何があるのかを理解する） 追随
●どの店に行っても同様の商品，同様 ●客層を絞り込み，客層に合わせた商
の店舗設計であり，顧客は「新しさ」 品構成（生鮮食品，惣菜など）を手
を味わうことができない がけるコンビニ企業の登場
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検討（スーパーの良さを学習・調査し自社に取り入れる）
の思い等を踏まえた理念・目標を設定することの　　化」できる目標・理念を設定し、それらに構成員
他にも、同社は組織目標として「収益を重視し全　　が積極的に取り組めるよう「勢い」を生むよう努
店舗黒字をめざす」というものを設定し、これま　　め、さらに組織特有の現象である「易きに流れ
でCVS業界では当然であった24時間営業を地域　　る」「たるみ」「だらけ」が生じないよう、常に刺
や店舗の状況に応じて検討し、採算・収益の確保　　激を与え、緊張感を生むように配慮している。か
を重視し、勢いを保つことにつとめている。ま　　くして、同社は、意図してか、意図せずにして
た、このような24時間営業の是非を問いながら自　　か、環境やその変化を前向きに捉え外部環境と内
社の採算性を意識するとともに、営業時間の変更　　部環境とを統合するようなイノベーション創発の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　革
により顧客や競合他社にいかなる影響を与えるの　　トリガーを特定している。また、単にトリガーに
かということを学習・調査するこれまでにない刺　　終わらすことなく、そのトリガーを戦略という形
激を組織に与えている。このように、これまで業　　にすることにより実際にイノベーションを創発さ
界企業において実践されなかった新たな取組みや　　せているのである。
検討を試行することによって常に緊張感が生まれ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　V．イノベーション創発の戦略経営の概念
ている。@　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　的枠組み：「環境認識」「トリガーの特定　上述した同社のイノベーション創発の諸要因と　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　とその際の配慮」「トリガーの戦略化」その内容は、図表3のように整理することができ
る。同社では、顧客や競合他社の状況を踏まえる　　　伊丹の戦略適合理論は、企業の戦略策定におけ
とともに、組織構成員の考え・思いに適う「一体　　る各種環境との関わりという点に重要な示唆を与
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図表4．　イノベーション創発の戦略経営の概念的枠組み
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えてくれる。しかし、 当該理論をイノベーション　　えにたち、イノベーション創発の戦略経営の概念
の創発という視点で発展的に考えるとすれば、そ　　的枠組みを考えれば、図表4のようになる。常に
こで強調されている環境との前向きな関わりとと　　有用かつ新しいモノ・仕組みを創発することが求
もに、外部環境と内部環境との統合を重視し、そ　　められる企業においては、まず、環境の変化をイ
れを統合しイノベーションを生み出すトリガーを　　ノベーション創発にとって有効な機会とし前向き
特定するとともに、組織構成員が意識できる形で　　に捉えることが不可欠となるであろう。また次の
トリガーを戦略化していくことが極めて重要とな　　段階では、外部環境と内部環境との状況・特性を
るであろう。　　　　　　　　　　　　　　　　つかみそれらを統合し、組織に有用なイノベーシ
上記したようにローソンのイノベーションの創　　ヨンが創発されるようなトリガーを特定・設定す
発とその要因を筆者なりに分析すると、同社は、　　ることが必要となる。さらに次の段階では、その
まず環境の変化を前向きに捉え、外部環境におけ　　トリガーによりイノベーションが創発されるよう
る問題点と内部環境の組織の意向を統合するよう　　な戦略を策定することが重要となるであろう。
なイノベーション・トリガーを特定し、それをト　　　ここで特定するトリガーは、企業を取り巻く社
リガーにして、「脱セブン」という組織構成員が　　会や、顧客、技術、競合他社に関する問題を解決
理解でき賛同できる戦略を策定し、顧客にとって　　するようなイノベーションを創発させるものであ
有益で、かつ競合他社へ差別化の図れるイノベー　　ると同時に、様々な思いや意図を持つ構成員が存
ションを展開している。そのようなイノベーショ　　在する組織を一体化（組織全体がまとまって動け
ンにより、さらに組織全員が顧客や競合他社を意　　る状態をつくる）したり、組織に勢いを創出（組
識し、組織内でその状況の共有化がなされてい　　織が積極的に動ける状況をつくる）したり、組織
る。また、その共有化に終わらず、組織がより積　　に刺激を与え緊張感を創出（これまでの状況に満
極的に動いていけるようにするために、また組織　　足しないよう新たな状況をつくったり、新たな方
が易きに流れたり、たるみが生まれないように環　　向に向ける）したりするようなものであることが
境やその変化と積極的に関わっていることが分か　　極めて重要であろう。
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　かくして、上記したような「環境認識」、「トリ
このような理論的考察ならびに事例的考察のう　　ガーの特定とその際の配慮」「トリガーの戦略
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化」をもってイノベーションが創発されると筆者　　あると筆者は考える。
は考える。なお、組織全体が環境の変化をイノ　　　このような活動を通して、企業をとりまく諸環
ベーション創発の機会と位置づけつつ、経営者・　　境・諸関係者や組織にとって有用なイノベーショ
管理者（トップ・ミドル）層が、このトリガーの　　ンが創発されうる。イノベーションの創発が継続
特定とその際の配慮やトリガーの戦略化を実行す　　的になされることで、組織やその構成員は、環境
ることになるであろう。言うまでもなく、組織全　　の変化を後ろ向き・消極的ではなく、前向きに捉
体における環境変化のかような前向きな捉え方　　えることができるようになるのではないかと考え
は、環境の変化から実際にイノベーションが創発　　る。またこの姿勢により、さらにイノベーション
されることなしには生まれえない。つまり、環境　　が創発されるのではないだろうか。
変化への前向きな認識は、経営者・管理者層が実
際に環境の変化の中からイノベーション創発のト　　〈主要参考文献〉
リガーを特定し、そのトリガーを戦略化し、イノ　　Burke　W．　W．　and　Trahant，　W．（2000），β謝η6∬C伽確
ベーションが創発されなければ生まれえないので　　　3励∫，Butterworth－Heinemann．（プライスウォーターハ
ある。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ウスクーパースコンサルタント訳『組織イノベーシ
既存のイノベーション研究の指摘（e．9．，ドラッ　　　ヨンの原理』ダイヤモンド社・2000）
カー、1985；奥村、1986；十川、2000；バーク＝　　　DruckeらP・E　（1985）・zηηovo”oηαη4　E鷹r6pr6η6屍r∫h躯
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Heinemann．（上田惇生訳「イノベーションと起業家精トラハラント、2000）7）にもあるように、イノベー
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　神』（上・下）ダイヤモンド社、1997）ションの機会となり、その実現の促進要因となる
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伊丹敬之（1999）『新・経営戦略の論理』日本経済新聞のが「環境の変化」である。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　社（第32刷）。
かような重要な指摘があるにも拘らず、これら　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伊丹敬之（2004）『経営戦略の論理』（第3版）日本経
の指摘が企業のイノベーションの創発に結びつき　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　済新聞社。
づらかったのは・企業において環境の変化をイノ　　金井壽宏（2002）「組織を動かす最強のマネジメント心
ベーションのトリガーと捉えることによって実際　　　理学』中経出版。
にどのようなイノベーションが創発されるかや、　　奥村昭博（1986）r企業イノベーションへの挑戦』日本
そこで創発されたイノベーションが組織にとって　　経済新聞社。
どのような意味を持つのかについて理解されな　　咲川孝（2000）『組織文化とイノベーション』千倉書
かったためであろう。したがって、企業をとりま　　房（第2刷）・
く顧客や競争、技術等の環境変化がイノベーショ　　十川広国（2000）『企業の再活性化とイノベーシヨン』
ンの機会であると提起されても、それは、組織や　　　中央経済社（第5刷）・
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　高橋伸夫（1997）『日本企業の意思決定原理』東京大学その構成員にとって漠然としており、実際にどの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　出版会。方向をめざし、どう動くのか理解できず、その結
株式会社ローソンに関する資料・データ＜『日経ビジ果、イノベーションは創発されにくくなっていた　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ネス』2005年2月14日号、『日経ビジネス』2006年9
のではないだろうか。環境の変化をイノベーショ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　月25日号、同社『Annual　Report』2005年、同社『An一
ン・トリガーとして捉え、組織にとり意味のある　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　nual　Repod　2006年、同社Home　Page：http：〃www．
イノベーションが創発されうると理解されてはじ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　lawson．cojp／index．html＞
めて、組織やその構成員は環境の変化を前向きに
捉えることができ・またその姿勢からさらなるイ　　注
ノベーションが創発されるのではないかと考え　　1）このような家に住みたい、建てたいという構想を
る。その意味では、上記したように、経営者・管　　　具体的に表示したもの。工事担当者の活動調整、環
理者層が中心となり、環境の変化の中から、様々　　　境に適したデザインや工事・設備を指示し、予算範
な環境や関係者に意味のあるイノベーションが具　　　囲（資源）を超えるような設計図では家の建築は不
体化されるようなトリガーを特定・設定し、トリ　　可能となる。
ガーに即した戦略を策定することが極めて重要で　　2）戦略と地図との関係について戦略・組織の研究者
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は、社会心理学者のカールワイク（Weick，　K，　E．）が　　　ッド・フーズ社の傘下となり、オハイオ州に広範囲
示すエピソードを取り上げながら説明している。そ　　　で店舗展開を進めるとともに、コンビニエンススト
のエピソードの概要は以下のようなものである。ハ　　　アの運営システムを確立することになった（ローソ
ンガリー人の若い少尉が率いる軍の部隊が、アルプ　　　ンHome　Page「ローソンの歴史」内の「ローソンの
ス山脈において軍事演習をしていて、吹雪のため道　　　由来」より筆者が整理）。
に迷う。隊員の一人がポケットから地図を発見し、　　6）株式会社ローソン「Annual　Report』2005年、　pp．
その地図で冷静さをとりもどし、その地図を頼りに　　　ii－iiiにおいて記述されていた主たる商品・サービ
3日目にしてようやく下山することができた。しか　　　ス・店舗。
し、下山後、少尉がその地図を確認してみると「ア　　7）ドラッカー（1985）は、これまでのような明確な
ルプス山脈」のものではなく「ピレネー山脈」のも　　　産業の枠組みが存在しなくなる産業構造や市場構造
のであった（高橋、1997；金井、2002）。これは何を　　　の変化、また、人口構i造や消費者ニーズの変化は企
意味するかと言えば、地図が正確というより持って　　　業のイノベーションの機会になるとしている。とり
いるということが大切であり、この地図が正しいと　　　わけ、人口構造の変化は、いかなる製品を、誰に、
いう信念を持っていることが望ましいということで　　　どのくらいという点に対して大きな影響を与えるこ
ある。また、われわれの行き先はどこなのかという　　　とになると指摘している。また、奥村（1986）は、
ものがあることが極めて重要であることを示してい　　　企業のイノベーションは環境変化の認知（企業によ
る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り認知能力が異なる）から始まり、それから戦略、
3）厳密な息苦しい管理をしている事例としては管見　　　組織、人材、企業家精神に革新を導入することに
の限りでは以下のようなものが挙げられよう。例え　　　よって遂行され、これら4つの要因が相乗効果を生
ば、「富士ソフトABC（当時名）九州事業所」（携帯　　　み出すことにより組織活力がよみがえり技術革新も
電話向け制御ソフトの開発を受託するなど他社の機　　　飛び出すことになると指摘している。さらに、十川
密情報を扱う企業）では、情報漏洩を防ぎ、顧客か　　　（2000）は、新製品や新市場を開発するという創造
らの信頼獲得を得ることが重要となり、（A）厳重な　　　的な経営を展開しながら競争力を構築するために
保安検査（空港並みの入館チェック）を実施する、　　　は、トップ・マネジメントが環境の変化を的確に判
（B）情報流出を防ぐため社員の私物の持ち込みを許　　　断し、企業の進むべき方向についての将来構想を明
さない、等の体制を構築した。このような社員に　　　確にし、組織にそれらを周知させ、柔軟な組織運営
とってゆとりのない監視体制により社員が息苦しく　　　を実現する基盤をつくることが不可欠であるとして
なり、彼らの働く意欲を阻害し、業績を悪化させて　　　いる。そして、バーク＝トラハント（2000）は、新
いる。また、「関西電力」では、2004年8月の美浜原　　　しい技術が急速に導入されたり、新たな競争相手が
子力発電所の事故でll人の死傷者を出したことが　　　突然現れたりする結果、ビジネスの世界に従来まで
きっかけとなり、安全を追求すべく、（A）業務上の　　　の流れや継続性とは違った断絶が生じることとな
ルール・運用手順の見直し、細かな規定をつくる、　　　り、この激変するビジネス環境にもし即座に対応し
（B）法令違反ゼロが従業員の評価の基準となり社内　　　なければ、それは企業にとって弔鐘となりうると指
管理を強化する、等により休憩時間も休めなくな　　　摘している。そこでは、今日もっとも賢明で粘り強
り、社員は絶えず緊張感を強いられ、その後も事故　　　い企業は、常に環境をウォッチし、組織変革に熟達
やトラブルが絶えていない。　　　　　　　　　　　　　しており、変化し続ける市場やビジネス状況に対応
4）具体的な金額レベルは、自動車メーカーマツダ、　　　するために組織を変化に適合させているとしてい
スズキ、スバル3社の合計金額に匹敵する。　　　　　　る。また、これら企業のリーダーは、ビジネスまた
5）米国オハイオ州においてJ．J．ローソン氏が牛乳屋　　　は変革の目標達成を支える内部の方向付けを強力に
「ローソン」という牛乳販売店を営業していた。彼　　　醸成していることを強調する。
はその後日用品等を含む生活必需品を販売する　　　　これらの戦略研究の指摘において注目すべきは、
「ローソンミルク社」を設立し、米国北東部を中心　　　「環境の変化」が企業のイノベーションにとって有
にチェーン展開を行った。現在のコンビニチェーン　　　効なトリガー（契機、きっかけ）になりうるという
名「ローソン」や看板のミルク缶デザインはこの牛　　　ことであり、イノベーション創出のためには、この
乳屋「ローソン」が発端となっている。1959年、　　　変化を前向きに捉えなければならないという点であ
ローソンミルク社は食品業界大手のコンソリデーテ　　　る。
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